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地球防災工学 CIP（7）：行政

大分大学 山崎 栄一

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

講義の目的―CIPとしての行政

 CIP（Critical Infrastructure Protection）とは、社会的に

重要なインフラが、深刻な災害が発生しても、あらか
じめ準備（予防を含めた）をしておくことで、適切な対
応ができるような体制づくりを行うという意味がある。

 行政も、Critical infrastructureである（災害対応の主
軸 災害情報の集約力 公共サービスの実施主体）。

 行政のCIPを実現するためのツールとして、最近は
BCPが行政においても策定されつつある。これはテキ
ストにいう、4つのRの確保に貢献するものである。

 本日は、防災行政の特徴を概観しながら、行政が計
画するBCPの現状、行政BCPの策定プロセス、展望
／課題について講義をする。
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防災行政の概観ならびに行政BCPの現状防災 概観
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行政とは何か？

権力 任務 行動原理

国会 立法権 国民の代表として法律を制定
民主主義
（多数決による意思決定）

内閣 行政権 法律に基づいて政策を実施
合理主義
（目的―手段、効率性）

裁判所 司法権 法律に基づいて争訟を解決
自由主義
（国民の自由・権利を保障）

憲法第73条〔内閣の職務〕
内閣は、他の一般行政事務の外、左の事務を行ふ。

一 法律を誠実に執行し、国務を総理すること。

地方公共団体においては、
地方議会が立法を、首長（都道府県知事 市町村長）が行政を担当する
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防災行政と法律

 法律による行政の原理

行政は法制度があって、初めて存在し活動ができる

 「言うは易く行うは難し」

災害関連法に書いてあるような目標の実現、施策の
実施が本当にいとも簡単にできるのか？

↓
災害関連法制の実効性・効率性・公平性等の確保

は法学者の検討課題である！！

実効性を担保するツールとしてBCPがある！！
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災害救助法

① 避難所、応急仮設住宅の供与

② 炊き出しその他による食品及び飲料水の供給

③ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与

④ 医療及び助産

⑤ 災害にかかった者の救出

⑥ 災害にかかった住宅の応急修理⑥ 災害にかかった住宅の応急修理

⑦ 生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与

（災害援護貸付金等の各種貸付制度の充実により現在運用
されていない。）

⑧ 学用品の給与

⑨ 埋葬

⑩ 死体の捜索及び処理

⑪ 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で
日常に著しい支障を及ぼしているものの除去



2

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

平常時の法律

 水道法2条1項（責務）

国及び地方公共団体は、水道が国民の日常生活に直結し、
その健康を守るために欠くことのできないものであり、かつ、水
が貴重な資源であることにかんがみ、水源及び水道施設並び
にこれらの周辺の清潔保持並びに水の適正かつ合理的な使
用に関し必要な施策を講じなければならない。

大災害時においても
当然に出来ますか？

 道路法42条1項（道路の維持又は修繕）

道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、
修繕し、もつて一般交通に支障を及ぼさないように努めなけれ
ばならない。

 医療法1条の3（総則）

国及び地方公共団体は、前条に規定する理念に基づき、国
民に対し良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制が確
保されるよう努めなければならない。
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災害関連法制

災害時法制 平常時法制

災害関連法制のイメージ図
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災害時において関わりを持つ法

警察法 消防法
水防・河川法

海岸法
都市法
土地法

インフラ関連法
ガス 電気 建築関連法 契約法

経済法
ガス 電気

水道
建築関連法 契約法

経済法
金融法

金融法 保険法 税法 情報法

外国人法 被災者支援法 社会福祉法 医療法
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災害法制の体系

• 国民が制定 人権規定＝守るべき法益 統治機構＝政府の権限

憲法

• 国会によって制定される 基本法も法律の一つ

法律

法令

憲法を守らなければ
ならないのは誰？

効果的な行政対応姿勢の確立：効果的な研修・訓練システムの確立【林チーム】

• 国会によって制定される 基本法も法律の つ

• 命令＝国の行政機関 規則＝それ以外の国の機関

• 条例＝地方公共団体の議会（地方公共団体の長は規則を制定）

命令・規則 条例

• 行政機関が作成 法令には属さない（国民を直接拘束しないので）が、行
政の事務処理の基準となっている BCPもここに位置づけられる

参考 行政規則（訓令・通達 要綱） 行政計画
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災害関連法制の特徴―その1

 災害に遭えば会うほど成長していく！！

例えば、災害対策基本法は伊勢湾台風（1959年）をきっかけ

に制定された。に制定された。

→災害＝災害関連法制の改変のチャンスである！！

首都直下の到来は、まさに災害関連法制
の改変のチャンスであり、国家・社会構造

の改変のチャンスでもある！！
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防災対策法制度の流れ（H16.社会安全研究所）

M8 窮民一時救助規則
M14  備荒儲蓄法
M32  罹災救助基金法

S22
災害救助法

S36（1961）
災害対策基本法

S26
公共土木施設
国庫負担法

S48
災害弔慰金法

（議員）

S47
防災集団移転
促進事業法
（議員）

H7
基本法改正

H7
被災市街地復興

特別措置法

H8
特定非常災害の
被害者の権利
利益保全法

H10
被災者生活再建
支援法（議員）
（H16第一次改

正）
（H19第二次改

正）

S37
激甚災害法

S19  東南海地震
S20 三河地震
S21 南海地震

S34
伊勢湾台風

S21（1946）
憲法制定

共通

H7
地震防災対策
特別措置法

S47
熊本、高知
で豪雨災害

S39
新潟地震

S42
新潟県
羽越水害

H7（1995）
阪神・

淡路大震災

S31
海岸法

S53
大規模地震対策

特別措置法
（議員）

S41
地震保険法
（議員）

H8
東南海、南海

地震説

地震
津波

耐震
大火

洪水

土砂災害

火山

S25
建築基準法

S46
法改正

S56
新耐震設計

H7
建築物耐震改修

促進法

H9
防災街区整備

促進法

S24
水防法

S39
河川法

H14
河川法改正

M30
砂防法

S33
地すべり
防止法

S44
急傾斜地法

H12
土砂災害防止法

S48
活火山法
（議員）

H12
有珠山、三宅島

噴火災害

H3
雲仙普賢岳
噴火災害

S61
伊豆大島
噴火災害

H5
北海道南西沖

地震

特別措置法
（議員）

H14
東南海、南海地震

対策措置法
（議員）

S22 キャスリン台風
S23 アイオン台風

S53
宮城県沖

地震

S51
東海地震説

S43
十勝沖地震

S42
兵庫、広島
で豪雨災害

S47 鹿児島桜島噴火
S48 浅間山噴火

H12
広島豪雨災害

S32
諫早豪雨

災害
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災害関連法制の特徴―その２

 災害関連法制は互いに補完される！！

防災政策の目標（生命・財産の安全等）を達成するには、法

律をはじめとする法規範同士の連携、要領・要綱による補完、律をはじめとする法規範同士の連携、要領 要綱による補完、

防災計画による実行手段の具体化が必要となる。

→法システムとしての災害関連法制理解
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災害前
災害後

〔応急対策〕 〔災害復旧〕 〔災害復興〕

基本法

応急対応

（公共） 首

大規模地震対策特別措置法 など

災害対策基本法

警察法 消防法 自衛隊法 水防法 など

海岸法（津波）
河川法

地震防災対策
特別措置法

建都

災害救助法

激甚災害法

インフラ関連法

都市再建

（民間）

生活再建

経済再建

計画
マニュアル
BCP

等の整備

都
直
下
特
有
の

各
種
対
策

各種公庫・保険・補償法

地震財特法

災害弔慰金等法

被災者生活再建支援法

社会福祉・医療関連法

耐震改修促進法

密集市街地整備法

債務・小切手処理 破産・会社整理 関連法

建
築
基
準
法

都
市
計
画
法

資金調達（金融・融資） 雇用維持 関連法

公共土木施設国庫負担法 各種整備法

激甚災害法

民
法
を
始
め
と
す
る

私
法
（契
約

土
地
利
用
）

真
の
復
興

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
再
建
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防災施策の実施のイメージ

災対法 災害救助法 都市計画法 etc

法律・条例＝国会・地方議会が作成

行政基準 行政計画

行政準則＝行政機関が作成

法規命令 行政規則

行政基準

防災施設の設置・運営 財政的措置 監督・規制
給付・補助・補償 行政契約 行政指導

情報収集・管理・提供 行政強制・刑事罰

行政手法

防災計画 大綱 戦略 要領

行政計画

行政BCP

現実的な
災害対応
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防災に関する行政計画

 地域防災計画→法定計画

災害応急対応が主に記述されている

 アクションプログラム

主に 地震に対する予防計画主に、地震に対する予防計画

 危機管理計画

危機的事象一般に関する応急対応計画

 行政BCP（業務継続計画）

応急対応のみならず、平常時業務の継続についても考慮

地域防災計画を補完
（法定計画でない）
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首都直下地震に向けての行政計画
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業務継続計画とは

 ヒト、モノ、情報及びライフライン等利用できる資源
に制約がある状況下において、応急業務及び継続性
の高い通常業務（以下「非常時優先業務」という。）を
特定するとともに、非常時優先業務の業務継続に必
要な資源の確保 配分や そのための手続きの簡素要な資源の確保・配分や、そのための手続きの簡素
化、指揮命令系統の明確化等について必要な措置を
講じることにより、大規模な地震災害時にあっても、
適切な業務執行を行うことを目的とした計画である。

出典：地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説【解説】



4

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

業務継続計画の実践に伴う効果

出典：中央省庁業務継続ガイドライン
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応急業務と非常時優先業務の概念図

通常業務を含んでい
るのがポイント！！

出典：中央省庁業務継続ガイドライン
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地域防災計画と業務継続計画との違い

「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説【手引き】」3頁
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企業BCPと行政BCPとの違い

 企業の目的は、利潤の追求である。行政の目的は、公益の実
現である。ゆえに、完全に無視することのできる業務というの
は存在しない。

 企業BCPの目的は、組織の存続にある。それに対して、行政
BCPの目的は組織を守ることではなく、災害対応／平常時業
務双方を含めた行政サービスを守ることにある。

 企業BCPは企業存続のための「自助のBCP」であるが、行政
BCPは社会への影響に配慮した、地域存続のための「公助の
BCP」である。（中林一樹）

 企業の社会的責任（CSR＝Corporate Social Responsibility）を

考えると、この違いは相対化されていくモノと思われる。特に、
CI（ Critical Infrastructure ）関連の企業には特に当てはまる。
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行政がBCPを導入するメリット

 各種防災計画の実効性の確保

行政BCPを策定することによって、各種防災計画に実効性

を与えることができる。「何を成すべきか」＋「何が出来るの
か」という視点が加わる。

 公助―共助―自助の守備範囲の適正化

行政以外の主体とも連携することで、より意味のある行政
BCPを策定できる。行政にも対応に限界があることを認め、市

民、企業、他の行政主体との連携をとっておくことにより、守備
範囲の適正化を図ることが出来る。
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防災計画―計画的防災行政の整備
（災害対策基本法34条～45条）

【防災計画の作成
機関】

【防災計画の種類】

中央防災会議 防災基本計画
行政BCPによる

防災計画の補完
／実効性強化

指定行政機関

指定公共機関
防災業務計画

都道府県防災会議

市町村防災会議

都道府県地域防災計画

市町村地域防災計画

中央官庁
ガイドライン

自治体BCP
手引きと解説

／実効性強化
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行政BCPの経緯

 2005年8月「事業継続ガイドライン」内閣府防災担当
→基本的には企業向け

 2005年9月「首都直下型地震対策大綱」中央防災会議
→行政と企業にBCP策定を

 2006年4月「首都直下地震応急対策活動要領」中央防災会議

→首都中枢機関にBCP策定を→首都中枢機関にBCP策定を

 2007年6月「中央省庁業務継続ガイドライン～首都直下地震
への対応を中心として～」内閣府防災担当

 2008年8月「地方公共団体におけるICT部門の業務継続計画
（BCP）策定に関するガイドライン」総務省

 2010年4月「地震発災時における地方公共団体の業務継続の

手引きとその解説」内閣府防災担当
→今後は、地方公共団体においても行政BCPの策定が促進さ
れるものと思われる。
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中央省庁BCPのステップ構成

出典：中央省庁業務継続ガイドライン

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

ICT部門業務継続計画ガイドラインのステップ構成

出典：大竹論文より抜粋
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地方公共団体BCPの手引きと解説のステップ構成

「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説【手引き】」2頁
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徳島県と東京都のBCPの構成

出典：大竹論文より抜粋
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行政BCPの策定状況（2010年の春の段階）

 国レベル

首都直下地震に対応したBCP をすべての中央省庁の本部
（本省など）で策定済み 出先機関は一部が策定済み

新型インフルエンザについても一部が策定済み

 都道府県レベル 都道府県レベル

地震に対応したBCP を徳島県、東京都、大阪府、埼玉県、愛
知県、神奈川県が策定済み（その他数県が策定中）

新型インフルエンザについても取り組みが始まっている。

 市町村レベル

数十程度の市・区が新型インフルエンザについて策定済み

いくつかの市・区で地震対応のBCP を策定中



6

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

海外における動き

 アメリカ COOP（クープ）：Continuity of Operation

連邦各機関に計画の策定を義務づけている。州レベルにおい
ても策定されている

FEMAがCOOPに関するガイドラインを作成している。
FEDERAL PREPAREDNESS CIRCULAR（FPC） 65

 BCMに関しては、英国規格協会（BSI）において標準化
BS25999 - Code of Practice for Business Continuity
Management

 ISOの規格として標準化の議論が進んでいる。草案として、
ISO/PAS 22399:2007  Societal security - Guideline for incident 
preparedness and operational continuity management 

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

行政BCPの策定プロセスについて策定

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

基本的ステップ―その１ 体制の構築 方針の設定 対
象組織の決定 非常時の業務継続体制

 幹部職員の参画 全庁的な検討体制の確立 すべての職員
の参加 外部の関係者との調整

 方針の設定については、端的に目的が分かるものがよい

 本庁が検討対象であることはいうまでもない

出先機関等を検討対象に含めるかどうか

その他の行政機関の応援を考慮に入れる必要がある

業務を委託等している事業者等、事務組合・広域連合等

 非常時の業務継続体制については、防災計画で定められた
体制をベースに、通常業務も継続が可能かを検討

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

基本的ステップ―その2 被害状況の想定

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

中央省庁ガイドラインにおける被害状況の概要

中
央
省
庁
ガ
イ
ド
ラ

首
都
直
下
地
震
を
想ラ

イ
ン
は

想
定
し
て
い
る
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山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

基本的ステップ―その3 重要な業務（＝非常時優
先業務）の選定

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

中央省庁ガイドラインにおける「影響の重大性」の評価
基準

企業の生産活動とは
違い、行政の業務は
数値的な目標設定が

容易ではない

ここまでで何とかメドをつけておきたい→

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

中央省庁ガイドラインにおける業務影響分析記入例

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

中央省庁ガイドラインにおける業務実施時間の設定

現実の把握が重要！！

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

東京都における非常時優先業務とその他通常業務

出典：大竹論文より抜粋

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

基本的ステップ―その4 必要資源に関する分析と
対策の検討
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山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

具体的な検討項目―その1

・勤務時間以外の地震で、職員が何人参集できるか？

・必要な技能、資格を持った職員が参集できるか？

・交代での当直、緊急参集要員の指定

・OB職員等による応援態勢の確立

職員

・庁舎は大地震に耐えられるか？

・津波で庁舎が浸水しないか？

・庁舎が使えなくなった場合の代替施設検討

庁舎

「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説【解説】」より

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

具体的な検討項目―その2

・停電時に、非常用発電機が起動するか？

・非常用発電機の燃料は、不足していないか？

・参集できる職員に、非常用発電機の起動方法を周知

・事業者と燃料補給に関する協定を締結

電力

・災害時優先電話は何本確保されているか？

・災害時優先電話を、重要業務の部署に優先的に設置

事業者と燃料補給に関する協定を締結

電話

「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説【解説】」より

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

具体的な検討項目―その3

・防災行政無線の電源は確保されているか？

・防災行政無線を使用した訓練を実施しているか？

・事前に防災行政無線の使い方を学ぶ訓練を実施

防災行政無線

・サーバマシンは転倒、落下しないか？

・重要なデータはバックアップされているか？

・サーバの転倒防止対策の実施

・遠隔地のデータセンターでバックアップの実施

情報システム

「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説【解説】」より

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

具体的な検討項目―その4

・本棚が転倒したり、割れたガラスが飛散しないか？

・オフィス什器の転倒防止対策の実施

・ガラスの飛散防止対策の実施

執務環境

・断水時も使えるトイレが確保されているか？

・トイレ用マンホールの設置

・簡易トイレの備蓄

ガラスの飛散防止対策の実施

トイレ

「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説【解説】」より

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

具体的な検討項目―その5

・職員用の水や食料が確保できるか？

・職員用の飲料水・食料を住民用とは別途に確保

飲料水・食料等

・コピー用紙やトナーは在庫があるか？

・常に数日分の消耗品を確保

消耗品等

「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説【解説】」より

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

計画的な対策の実施

「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説【解説】」より

業務継続力の向上に向けた対策を計画的に実施していく

ボトルネックの
発見

解消／緩和
を計画的に行う
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山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

投資―効果分析により、必要な対策、必要な実施時期
を選択する （長期的な視点に立った戦略の必要性）

出典：新谷論文より抜粋

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

指揮命令系統の確立

責任者が不在
の場合も必要
な意思決定が
なされるよう

出典：中央省庁業務継続ガイドライン

に、首長等の
職務の代行や
継承について
あらかじめ定
めておく。

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

基本的ステップ―その5 非常時の対応の検討

関係者との連絡調整
を迅速に行えるよう
に緊急連絡先リスト
を作成する。

代替施設を検討して
いる場合は、移転の
判断、代替施設の決
定手続、移転手段の
確保の手順も決めて
おく。

「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説【手引き】」より

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

基本的ステップ―その6 業務継続体制の向上

 PDCA（Plan―Do―Check―Action）という継続的な見直しのプ
ロセスが必要

 教育・訓練等

講演 研修 携行カードを用いた周知・浸透講演 研修 携行カ ドを用いた周知 浸透

消防訓練 避難訓練 連絡訓練 参集訓練 図上訓練等

 点検・是正

発災時に実際に機能する計画とするために、連絡先の変更
があった場合には遅滞なく更新するなど時点修正のほか、訓
練や被災経験等を通して定期的に計画の実効性等を点検・是
正し、レベルアップを図っていくことが求められる。

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

業務継続活動の全体像

PDCAのマネジメントサイクル

出典：中央省庁業務継続ガイドラインPDCAを通じた、業務継続活動の取組の全体を
「BCM（Business Continuity Management）という」

山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY

行政BCPの展望／課題

 手引き・解説が策定されたので、今後は、地方公共団体においても
行政BCPの策定が促進されるものと思われる。

 ただし、体力のない自治体はBCPを作成する余裕がないのではない
か？ 特に、市町村レベルで浸透するのだろうか？地域格差の問題。

 自治体BCPは、大規模災害（広域連携）には対応し切れているのだ
ろうか？

 中央官庁のBCPで、業務が最優先されている任務というのは、国家
がなんたるかを示すヒントになり得るのではないか。

 ボトルネックになっている法制度の改善策の提言

 将来的な展望として、SaaSを活用することで行政BCPを標準化でき
ないのか？

 情報セキュリティ法から見た、行政BCPのあり方の検討を行う必要
がある。特に、NGNの安全性が法的にどのように確保されるのか？
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山崎栄一研究室 EIICHI YAMASAKI LABORATORY
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